





























　韓国は、1995 年の WTO 体制以降、米については自由貿易の例外品目に位置付けてきた（1）。
すなわち、農業分野においては WTO では ｢途上国扱い｣ であり、かつ米はミニマム・アクセ












　ところが、米の MA 延長が終了する 2014 年におい






























策も共同防除や共同育苗などが含まれるようになった。さらに、15 年には ｢はじめに｣ で触













１経営体当たり合わせて 2,000 万ウォンの支援を受けることができ、支援額の 30％は経営体の







　図 2 は、トゥルニョク経営体の各年の設立数と事業予算の推移を示したものである。2011 年
は、先述したように RPC なども対象となったことで大きく増加しているが、基本的には 14 年
までは 20 経営体前後の設立であった。ところが、米産業発展対策を打ち出した 15 年は 66 経
営体、16 年 47 経営体、17 年 53 経営体と、この 3 年間で 160 を超える経営体を立ち上げてい
る。その結果、経営体数は合計 324 にのぼる。他方、事業予算も 15 年以降急激に増えており、
米産業発展対策以降、国がトゥルニョク経営体の育成に力を入れていることが分かる。トゥル
ニョク経営体がカバーする水田面積は 71,380ha であり、これは全水田面積の 8.3％に相当する。






図 2 の経営体数を累計すると、14 年のトゥルニョク経営体数は 158 経営体である。これを地域




経営体の経営主体で最も多いのが、農家の集合体で 96 経営体、全体の 60.8％を占める。次が、
農協の RPC の 28 経営体・17.7％、農協の 17 経営体・10.8％、民間の RPC の 7 経営体・4.4％
とつづく。また、先に記したトゥルニョク経営体育成事業の①もしくは②のみの支援を受ける
のが 95 経営体と多く、全体の 6 割を占めている。
　さらに、面積規模別にトゥルニョク経営体を整理したのが表１である。参加農家数では、
100 ～ 200 戸規模の経営体が 56 経営体（全体の 35.4％）、25 ～ 100 戸が 55 経営体（34.8％）と、
両者で 2/3 を占めている。他方、面積では 100 ～ 200ha が 73 経営体、全体の 46.2％と半分近











































（3） 　その関係については、拙稿 ｢作業受委託からみた日韓の米生産費比較｣（『佐賀大学経済論集』第 49
巻第４号、2017 年）を参照。
農家 35.7 戸、集積面積 33.3ha）と比べると、








によるコスト削減効果ということである。個別農家の場合、10 ａ当たり生産費は 43.9 万ウォ
ンを要するのに対し、トゥルニョク経営体は 37.4 万ウォンと 14.7％のコストカットとなってい
る。費目別にみると、｢Ａ｣ の最も大きいのが種子代の 34.8％であるが、金額では 5,000 ウォン






計 158 158 計
10戸未満 2 0 50ha未満
10～25 9 15 50～100ha
25～100 55 73 100～200
100～200 56 61 200～400
200～400 29 7 400～600









①個別農家 15,375 51,860 26,773 13,161 50,033 160,983 106,032 14,819 439,039
②トゥルニョク経営体 10,021 48,105 23,292 10,960 41,365 139,125 88,149 13,363 374,381
Ａ：②／①－１ -34.8 -7.2 -13.0 -16.7 -17.3 -13.6 -16.9 -9.8 -14.7










　注：1）表中の数値は、2016・17 年の 2 カ年平均である。
　　　2）｢農機具費｣ には、自動車費を含む。
　　　3） ｢その他｣ は，水道光熱費、営農施設費、租税及びその他費用、生産管理費を指す。


















農家数 637 戸・水田 860ha の地域である（2010 年）。水田の経営規模は、1ha 前後の零細・高
齢農家が全体の 37.5％と 4 割近くを占めるが（全国平均 48.9％）、米産業発展対策で目標とす








や大規模農家等 6 戸を中心に、計 82 戸の農家が参加して法人を設立し、同時にトゥルニョク
経営体の認定を受けている（14 年）。
















　経営体は 10 の行政里（マウル）にまたがり、構成員 82 戸の水田 203ha をカバーしている。
これは、面の農家数 240 戸・水田面積 800ha の各 1/3、1/4 をカバーしていることになる。構
成員は 40 代～ 80 代までおり（中心は 60 代）、後継者を確保している農家はほとんどいない。









先の③のコスト補助を受けている。経営体は RPC と契約栽培をしているため、品種は RPC が
決定し、販路も RPC が開拓し販売している。経営体がカバーする 203ha のうち、100ha は韓
国農村振興庁が進める ｢トップライス｣ 等の優秀ブランド米（一般米に比べ 80kg 当たり 6,000















家が 563 戸、水田面積が 1,480ha ある（2010 年）。経営規模をみると、1ha 未満の小規模農家
が 36.9％と 1/3 強を占める。大規模層では 6ha 以上が 12.6％、10ha 以上では 5.9％と全国のな
かでも規模の拡大が進んでいる地域である。
　空・大地営農組合法人は、大規模農家を中心に 5 人で設立した組織である。構成員は 70 代
2 人と 40 代 3 人であり、全員米と大豆、裏作麦を中心とした専業農家である。法人の目的は、
育苗施設を立ち上げ共同育苗をおこなうことであり、かつ政府からの施設補助を受けるために
は法人組織が求められたからである。育苗施設では 50ha 分の苗をつくっており、これを面内
の農家等にも販売している。構成員は 2018 年までに 10 人増え、現在 15 人となっている。増

















り、農家の高齢化を考慮すると 5 年以内（2023 年頃）には現実になるとみている。


















周辺にはトゥルニョク経営体が 5 ～ 6 組織あるとともに、農地も競合状況にあるので構成員が
増える可能性は低いとみている。また、トゥルニョク経営体の 100ha は、先の法人が借地・経















である ｢コグンサン｣ は、15 ある埋め立て地の島の総称である。干拓地のため農地は 1 区画
1,200 坪（40 ａ）で整備されている。この近郊でつくられる米は陸地よりも品質がよく、小麦
も味のよいものが収穫できることで有名である。沃溝邑には、559 戸の農家と 1,342ha の水田
面積がある（2010 年）。1ha 未満の農家が 4 割を占めるが、6ha 以上も 10.7％、10ha 以上でも
4.5％と大規模化が進んだ地域である。





ないなどの理由で 6 戸は参加せず、残る 6 戸が組織化に賛同し参加している。設立当時の年齢
は、50 代 1 人・60 代４人・70 代 2 人である（提起者を含む）。その後、2013 ～ 14 年に法人
で共同防除をはじめたが、その活動をみて法人に参加したいという農家が増えてきた。しかし
法人は、誰でも参加を認めたわけではなく、｢法人経営に責任感があること、責任をとること
｣ を求めている。ただし、現実的には韓国産コンバインは品質が悪く 4 年使うと壊れてしまう
ため、コンバインを現物出資できる人を優先して参加を認めてきた。その結果、改めて 10 人
（専業 8 人・兼業 2 人、50 代 9 人・60 代 1 人）が参加することとなり、18 年の構成員は計 17
人に拡大している。17 人のうち、法人への作業委託を希望して参加した 7 人を除く 10 人が理
事を務めている。
　出資金は農業機械の現物出資であり、設立当初はトラクター 7 台・田植機 5 台・コンバイン
5 台・乾燥機 6 台であった。のちに参加した 10 戸も現物出資をおこない、一部法人での購入
機械を含め、現在トラクター 11 台・田植機 5 台・コンバイン 8 台・乾燥機 6 台・防除機 2 台・
麦収穫機 2 台・5 ｔ車 1 台・3.5 ｔ車 1 台・低温倉庫などを所有・装備している。
　現在法人は 141ha を集積しており、このうちの 25ha は寿山里に隣接する船堤（ソンジェ）










組んでいない。米は 3 品種つくっており、食用（新東津）が 85％、残り 15％がモチ米と飼料
用米である。いずれも品種ごとに団地化を図っており、寿山里の干拓地はすべて食用、船堤里
がモチ米・飼料用米である。その他に裏作で大麦・裸麦を 85 ～ 90ha、2017 年はトウガラシ









法人では 10 人全員で作業に従事するが、各規模＝区画数が異なるため、60 区画（24ha）を各
理事の ｢持ち分｣ ＝基準とし、それが実際の作業面積となる。例えば、経営面積が 60 区画を
超える規模の理事は、60 区画以下の理事に対し ｢持ち分｣ 以上の作業に従事させることにな
り、逆にその分は自分で作業をしなくて済む。したがって、60 区画を超える理事は、超過した
区画数に対し 1 区画当たり 10 万ウォンを法人に支払い、60 区画未満の理事はその差に 10 万
ウォンを乗じた金額を作業労賃として法人から受け取るということである。10 人のうち 60 区
画に満たない理事が 6 人おり、こうした金銭の動きは 1 年間で約 1,000 万ウォンに達する。ま









ある 60 区画を理事 1 人で作業をおこなうと 1 週間以上を要するが、10 人で一気に作業をすれ
ば 1 日で終わらすことができる。ここに、この法人の目的が凝縮されている。いま 1 つは、水
田の団地化による作業時間の大幅減、それによる適期での細やかな作業などが可能となり、そ








地面積は水田 885ha・畑 609ha・果樹園 339ha である（2010 年）。水田に限定すると、経営
規模では１ha 未満が 658 戸と全体の６割強を占めるのに対し、大規模では 10ha 以上が 1 戸、
6ha 以上でも 7 戸に過ぎない。また、鳳凰面には鳳凰農協がある。正組合員数 1,800 人、准組


























うち国や郡等行政が 50％、農協中央会が 10％を補助し、残りの 12 億ウォンが農協の自己負担
である。
　経営体による作業受託には 2 つの特徴がある。1 つは、ほぼすべての作業を農家から受託す
る点である。委託農家がおこなう作業は、元肥（追肥等は経営体がおこなう）と水田の除草作
業、水田への水の出し入れ（温度調整）に限られる全機械作業委託である。それ以外の作業







　所有する機械は、機械銀行時代のトラクター 9 台のほか、経営体が使用するトラクター 3 台、
田植機 5 台（うち 2 台は直播機）、コンバイン 3 台、航空防除用ドローン 2 台である。経営体
には、既存の農協職員 3 人（責任者 1 人を含む）と新規雇用 6 人の計 9 人を配置している。こ
のうち新規職員は農業経験がないため、農協がドローン操縦や農業機械の運転及びそれら整備
について指導している。彼ら 9 人が基本的な受託作業をおこなうとともに、育苗作業や農繁期
には臨雇 50 人（1 日）を入れるなどして対応している。
　鳳凰農協の組合員のみ経営体に作業を委託でき、2015 年実績で 157 戸の農家から 105ha を
受託していたが、16 年には 198 戸・120ha へ拡大している。また、育苗と航空防除は、管内の
（5） 　韓国における水利管理については、拙稿 ｢日韓の『むら』構造の相違｣（『文化連情報』No.464、
2016 年）、拙稿 ｢水利管理・医薬品・食料安全保障｣（『文化連情報』No.492、2019 年）を参照。
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う新たな水利施設を獲得した 15 世紀（7）、朝鮮半島全土での一般化に至っては 17 世紀末まで
（6） 　詳細については、拙著『条件不利地域農業－日本と韓国』（筑波書房、2010 年、第 6 章）、拙稿 ｢日
韓の水田稲作農業の系譜｣（『文化連情報』No.463、2016 年）及び前掲 ｢日韓の『むら』構造の相違｣
（『文化連情報』）を参照。











する。そのため水田稲作の日本では、｢むら｣ の農地は個々の ｢いえ｣ の所有・財産であると
同時に、｢むら｣ の所有・財産とも認識しており、そこから ｢むら｣ の農地は ｢むら｣ で守る




『むら』がない｣ という表現が生まれた。｢むら｣ がないため、韓国の農業者には ｢むら｣ の農

































































Organization of Agricultural Production in 
South Korea－‘ Turunyoku Management 
Body’
  Since the rice tariffication in 2015, the government of South Korea 
have been enforcing the development policy for the domestic rice 
industry. The object of this policy is to facilitate the establishment of 
“Turunyoku management bodies”（new agricultural organizations） 
that would improve the competitiveness of domestic product by 
delivering scale economy and cost reduction.
  According to the field surveys, the characteristics of “Turunyoku 
management bodies” are pursuance for farmland consolidation 
through the government’s policies. To realize this, they have been 
difficultly trying to group large-scale farmers together into one 
organization; and set appropriate areas of activities based on some 
criteria including economic efficiency. In addition, “Turunyoku 
management bodies” have failed to realize scale economy and cost-
reduction effects as a result. However, there remains the possibility 
that efforts of these organizations seeking to improve the high 
value-added production of rice and sales promotion, sixth sector 
industrialization might lead to the development of agricultural 
management body.
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